
平 成 ３０ 年 度

水道事業会計予算書

伊 東 市



市議第６５号  

平成３０年度伊東市水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成３０年度伊東市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給 水 戸 数 ３２，９２２戸

⑵ 年 間 総 給 水 量 ８，８９３，４２８㎥

⑶ １ 日 平 均 給 水 量 ２４，３６６㎥

⑷ 主要な建設改良事業

重要給水施設管路耐震化工事 １２６，０００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収       入

第１款 事 業 収 益 １，８１７，９５７千円

第１項 営 業 収 益 １，６２９，６５３千円

第２項 営 業 外 収 益 １８８，３０３千円

第３項 特 別 利 益 １千円

支       出

第１款 事 業 費 用 １，６０５，０４９千円

第１項 営 業 費 用 １，４５９，５９２千円

第２項 営 業 外 費 用 １３５，４５５千円

第３項 特 別 損 失 ２千円

第４項 予 備 費 １０，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額７８４，７５６千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額５５，４７２千円、損益勘定留保資金５９０，０１２千円並びに減債積立金

１３９，２７２千円で補塡するものとする。）



収       入

第１款 資 本 的 収 入 ３１９，２７５千円

第１項 企 業 債 ３００，０００千円

第３項 補   助   金 ５，２７３千円

第４項 負 担 金 １４，００１千円

第５項 固定資産売却代金 １千円

支       出

第１款 資 本 的 支 出 １，１０４，０３１千円

第１項 建 設 改 良 費 ８２３，８９７千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ２８０，１３３千円

第３項 負 担 金 等 返 還 金 １千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法

改良拡張事業

費に充当する

ため

千円

300,000 証 書 借 入   ５．０％以内

ただし、利率見直

し方式で借り入れる

資金について、利率

の見直しを行った後

においては、当該見

直し後の利率

借入先の融資条件

による。ただし、企

業財政その他の都合

により繰上償還又は

低利債に借換えする

ことができる。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

⑴ 営業費用と営業外費用           １０，０００千円     

⑵ 建設改良費と負担金等返還金         １０，０００千円     



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。

⑴ 職 員 給 与 費         １４３，１５１千円

⑵ 交 際 費              １千円

（他会計からの補助金）

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴ 地 震 対 策 事 業 費          ２，９８２千円

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、２７，４６４千円と定める。

  平成３０年２月２０日提出

伊東市長  小 野 達 也  



予定キャッシュ・フロー計算書

予定損益計算書（前年度分）

事 項 別 明 細 書

工 事 概 要

伊 東 市 水 道 事 業 会 計

予定貸借対照表（前年度分）

予 定 貸 借 対 照 表

給 与 費 明 細 書

債務負担行為に関する調書

実 施 計 画



平　成　３０　年　度  伊　東　市　水　道

収　益　的　収　入

収　　　　

予　　定　　額

１ 事 業 収 益 1,817,957

１ 営 業 収 益 1,629,653

１ 給 水 収 益 1,504,794

２ 受 託 工 事 収 益 668

３ そ の 他 営 業 収 益 124,191

２ 営 業 外 収 益 188,303

１ 受 取 利 息 2,011

２ 他 会 計 補 助 金 780

３ 長 期 前 受 金 戻 入 184,733

４ 雑 収 益 779

３ 特 別 利 益 1

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

項款 目



事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

及　び　支　出

　　　　入

（単位千円）

（前　年　度）

1,680,537

1,515,027

水道料金 1,486,252

給水装置工事収入 616

その他営業収入 28,159

165,509

預金利息、貸付金利息 2,021

640

162,071

777

1

土地売却益 1

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



支　　　　

予　　定　　額

１ 事 業 費 用 1,605,049

１ 営 業 費 用 1,459,592

１ 原 水 及 び 浄 水 費 331,996

２ 配 水 及 び 給 水 費 159,744

３ 受 託 工 事 費 9,002

４ 総 係 費 187,101

５ 減 価 償 却 費 748,596

６ 資 産 減 耗 費 23,002

７ そ の 他 営 業 費 用 151

２ 営 業 外 費 用 135,455

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

109,753

２ 繰 延 勘 定 償 却 3,048

３ 雑 支 出 2,000

４ 消費税及び地方消費税 20,654

３ 特 別 損 失 2

１ 固 定 資 産 売 却 損 1

３ 過 年 度 損 益 修 正 損 1

４ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

項款 目



　　　　出

（単位千円）

（前　年　度）

1,534,744

1,398,945

原水の取水、浄水及び滅菌に係る設備の維持並びに作業に要
する費用

320,720

配水に係る設備及び給水に係る設備の維持並びに作業に要す
る費用

163,962

給水装置の新設、改造等の受託工事に要する費用 8,711

検針、料金の調定及び徴収　その他の業務に要する費用並び
に事業活動全般に要する費用

166,971

固定資産の減価償却費 712,434

有形固定資産の除却損及びたな卸資産の減耗費 26,002

その他営業費用 145

125,797

企業債借入、一時借入に対する利息 113,049

配水管等管網図作成補正業務費用及び管路情報図作成業務費
用の償却

7,206

2,000

3,542

2

土地の売却損 1

その他過年度損失 1

10,000

10,000

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



資　本　的　収　入

収　　　　

予　　定　　額

１ 資 本 的 収 入 319,275

１ 企 業 債 300,000

１ 企 業 債 300,000

３ 補 助 金 5,273

１ 国 庫 補 助 金 2,375

３ 他 会 計 補 助 金 2,898

４ 負 担 金 14,001

１ 工 事 負 担 金 1

２ 開 発 負 担 金 3,000

３ 他 会 計 負 担 金 11,000

５
固 定 資 産
売 却 代 金

1

１ 土 地 売 却 代 金 1

項款 目



及　び　支　出

　　　　入

（単位千円）

（前　年　度）

319,433

300,000

改良拡張事業費充当債 300,000

2,431

生活基盤施設の耐震化等に対する国からの補助金 1

地震対策事業等に対する他会計からの補助金 2,430

17,001

改良工事負担金 1

宅地造成及び建築物の開発に係る負担金 3,000

改良工事に対する他会計からの負担金 14,000

1

土地の売却原価 1

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



支　　　　

予　　定　　額

１ 資 本 的 支 出 1,104,031

１ 建 設 改 良 費 823,897

１ 事 務 費 113,616

２ 改 良 費 635,001

３ 拡 張 費 47,001

４ 固 定 資 産 購 入 費 28,279

２ 企業債償還金 280,133

１ 企 業 債 償 還 金 280,133

３
負 担 金 等
返 還 金

1

１ 負 担 金 等 返 還 金 1

項款 目



　　　　出

（単位千円）

（前　年　度）

1,258,656

967,762

建設改良に要する経常費 92,120

取水、導水、浄水、送水施設、配水管等の改良に要する事業
費

802,600

送水施設及び配水管布設の拡張に要する事業費 47,000

メーター、その他機械器具及び土地の購入費 26,042

290,893

企業債元金償還金 290,893

1

開発負担金返還金 1

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



(単位千円)
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 155,302

減価償却費 748,596

固定資産除却費 23,001

繰延勘定償却 3,048

貸倒引当金の増減額 △ 2,736

賞与引当金の増減額 38

退職給付引当金の増減額 20,522

長期前受金戻入額 △ 184,733

受取利息及び配当金 △ 2,011

支払利息 109,753

固定資産売却益 0

固定資産売却損 1

未収金の増減額 △ 7,612

未払金の増減額 △ 71,787

たな卸資産の増減額 4

小計 791,386

利息及び配当金の受取額 2,011

利息の支払額 △ 109,753

業務活動によるキャッシュ・フロー 683,644

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の売却による収入 1

固定資産の取得による支出 △ 768,102

補助金等による収入 5,273

負担金等による収入 13,778

出資金等による収入 0

負担金等返還による支出 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 749,051

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 0

一時借入金の返済による支出 0

企業債による収入 300,000

企業債の償還による支出 △ 280,133

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,867

　　資金増加(減少)額 △ 45,540

　　資金期首残高 1,907,015

　　資金期末残高 1,861,475

平成３０年度　伊東市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで)



（単位千円）

１

⑴ 1,376,159

⑵ 616

⑶ 29,495 1,406,270

２

⑴ 302,559

⑵ 147,904

⑶ 8,945

⑷ 141,128

⑸ 712,434

⑹ 26,002

⑺ 145 1,339,117

67,153

３

⑴ 2,021

⑵ 830

⑶ 162,071

⑷ 777 165,699

４

⑴ 113,049

⑵ 7,206

⑶ 2,052 122,307

５

⑴ 10,000 10,000 33,392

100,545

６

⑴ 1 1

７

⑴ 1

⑵ 1 2 △ 1

100,544

0

247,603

348,147

平成２９年度  伊東市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

固 定 資 産 売 却 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

繰 延 勘 定 償 却

そ の 他 営 業 費 用

受 取 利 息

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

未処分利益剰余金変動額

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

当 年 度 純 利 益

他 会 計 補 助 金

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 利 益

配 水 及 び 給 水 費

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益



（単位千円）

１

⑴

イ 2,547,037

ロ 676,822

325,831 350,991

ハ 26,487,264

9,635,418 16,851,846

ニ 5,411,032

3,139,269 2,271,763

ホ 34,068

29,134 4,934

へ 22,929

20,880 2,049

ト 2,201,279

24,229,899

⑵

イ 3,568

ロ 499,302

502,870

　 24,732,769

２

⑴ 1,907,015

⑵ 83,017

26,263 56,754

⑶ 1,100

⑷ 22,720

1,987,589

３

⑴ 3,047

3,047

26,723,405

平成２９年度  伊東市水道事業予定貸借対照表(前年度分)

（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固   定   資   産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

水 利 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流   動   資   産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

繰   延   勘   定

開 発 費

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計



（単位千円）

４

⑴

5,050,769

⑵

201,037

5,251,806

５

⑴

280,133

⑵ 380,563

⑶

イ 10,089

⑷

イ 3,319

ロ 587

ハ 1,315

ニ 1,100

ホ 34,918 41,239

712,024

６

⑴

3,197,319

696,560 2,500,759

ロ 2,683,402

1,402,555 1,280,847

ハ 2,504,276

895,883 1,608,393

ニ 300,863

239,737 61,126 5,451,125

5,451,125

11,414,955

負　　債　　の　　部

固　　定　　負　　債
企　　　業　　　債

イ 企 業 債

引　　　当　　　金

イ 退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流   動   負   債

企　　　業　　　債

イ 企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 保 証 金

預 り 諸 税

諸 預 り 金

預 り 保 証 有 価 証 券

預 り 下 水 道 使 用 料

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

長　期　前　受　金

イ 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



（単位千円）

７

⑴ 12,817,490

12,817,490

８

⑴

イ 657,782

ロ 6,410

ハ 224,507

888,699

⑵

イ 853,397

ロ 400,717

348,147

1,602,261

2,490,960

15,308,450

26,723,405

資　　本　　の　　部

資      本      金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰      余      金

ハ
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

補 助 金

負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金



注記（前年度分）

１ 重要な会計方針

  平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成し

ている。

⑴ 固定資産の減価償却の方法

  ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

（ア） 減価償却の方法    定額法

（イ） 主な耐用年数

     建物         １５年から５０年まで

     構築物        １０年から６０年まで

     機械及び装置      ６年から２０年まで

     車両運搬具       ５年から ６年まで

     工具器具及び備品    ２年から２０年まで

  イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

（ア） 減価償却の方法    定額法

（イ） 主な耐用年数

     水利権        １０年から２０年まで

  ウ リース資産  

（ア） 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によるが、該当す

る資産はない。

⑵ 引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

  イ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

の４か月分）を計上している。

  ウ 貸倒引当金

    水道料金に関する債権の不納欠損による損失に備えるため、過去における不納欠

損の実績による回収不能見込額を計上している。

⑶ 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等関連

⑴ 退職給付引当金の取崩し



   平成２９年度において、退職手当として、２４，４７４，０００円を支給すること

となったため、退職給付引当金から同額を取り崩した。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当として２５，９９０，０００円を支

給し、それらに係る法定福利費５，０１０，０００円を支出することとなったため、

賞与引当金８，３８９，０００円及び法定福利費引当金１，４４７，０００円をそれ

ぞれ取り崩した。

⑶ 貸倒引当金の取崩し

   平成２９年度において、未収水道料金の一部を不納欠損することとなったため、貸

倒引当金３，０００，０００円を取り崩した。

３ リース契約により使用する固定資産

⑴ リース取引の処理方法

   所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理を行うこととしているが、該当する取引はない。

   オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を行っている。

⑵ リース会計に係る特例措置

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を行っている。

⑶ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

    １年内  ３，１５１，２００円

   １年超 ６，３０２，４００円

     計  ９，４５３，６００円

４ その他

企業債

予算及び予算に関する説明書に記載の企業債は、全て建設改良等の財源に充てるため

の企業債のことである。



（単位千円）

１

⑴

イ 2,553,084

ロ 676,822

339,307 337,515

ハ 26,853,489

10,097,242 16,756,247

ニ 5,528,840

3,315,448 2,213,392

ホ 35,318

30,571 4,747

へ 22,929

21,603 1,326

ト 2,409,048

24,275,359

⑵

イ 3,568

ロ 450,345

453,913

　 24,729,272

２

⑴ 1,861,475

⑵ 90,629

23,527 67,102

⑶ 1,100

⑷ 22,716

1,952,393

３

⑴ 0

0

26,681,665

開 発 費

繰   延   勘   定

貯 蔵 品

流   動   資   産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

電 話 加 入 権

水 利 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

平成３０年度  伊東市水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固   定   資   産

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

有 価 証 券

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計



（単位千円）

４

⑴

5,083,709

⑵

221,559

5,305,268

５

⑴

267,060

⑵ 308,776

⑶

イ 10,127

⑷

イ 3,319

ロ 587

ハ 1,315

ニ 1,100

ホ 34,918 41,239

627,202

６

⑴

3,187,551

749,026 2,438,525

ロ 2,697,179

1,457,306 1,239,873

ハ 2,504,276

956,173 1,548,103

ニ 300,863

241,921 58,942 5,285,443

5,285,443

11,217,913

長　期　前　受　金

繰 延 収 益 合 計

負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

イ 企 業 債

企　　　業　　　債

イ 企 業 債

預 り 諸 税

預 り 保 証 金

流   動   負   債

負　　債　　の　　部

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

イ 退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

預 り 保 証 有 価 証 券

預 り 下 水 道 使 用 料

流 動 負 債 合 計

イ 補 助 金

諸 預 り 金

固　　定　　負　　債

引　　　当　　　金

引 当 金

負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

収 益 化 累 計 額

企　　　業　　　債



（単位千円）

７

⑴ 13,065,093

13,065,093

８

⑴

イ 657,782

ロ 6,410

ハ 224,507

888,699

⑵

イ 814,669

ロ 400,717

294,574

1,509,960

2,398,659

15,463,752

26,681,665

ハ
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

資 本 金 合 計

減 債 積 立 金

剰      余      金

補 助 金

資      本      金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

受 贈 資 産 評 価 額

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 担 金

資 本 剰 余 金

資　　本　　の　　部



注記

１ 重要な会計方針

  平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成し

ている。

⑴ 固定資産の減価償却の方法

  ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

（ア） 減価償却の方法    定額法

（イ） 主な耐用年数

     建物         １５年から５０年まで

     構築物        １０年から６０年まで

     機械及び装置      ６年から２０年まで

     車両運搬具       ５年から ６年まで

     工具器具及び備品    ２年から２０年まで

  イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

（ア） 減価償却の方法    定額法

（イ） 主な耐用年数

     水利権        １０年から２０年まで

  ウ リース資産  

（ア） 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によるが、該当す

る資産はない。

⑵ 引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

  イ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

の４か月分）を計上している。

  ウ 貸倒引当金

    水道料金に関する債権の不納欠損による損失に備えるため、過去における不納欠

損の実績による回収不能見込額を計上している。

⑶ 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等関連

⑴ 退職給付引当金の取崩し



   平成３０年度において、退職手当の支給がなかったので、退職給付引当金の取崩し

はなかった。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として２６，１８４，０００円を支

給し、それらに係る法定福利費４，９８３，０００円を支出することとなったため、

賞与引当金８，５２１，０００円及び法定福利費引当金１，５６８，０００円をそれ

ぞれ取り崩した。

⑶ 貸倒引当金の取崩し

   平成３０年度において、未収水道料金の一部を不納欠損することとなったため、貸

倒引当金３，０００，０００円を取り崩した。

３ リース契約により使用する固定資産

⑴ リース取引の処理方法

   所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理を行うこととしているが、該当する取引はない。

   オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を行っている。

⑵ リース会計に係る特例措置

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を行っている。

⑶ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

    １年内  ３，１５１，２００円

   １年超 ３，１５１，２００円

     計  ６，３０２，４００円

４ その他

企業債

予算及び予算に関する説明書に記載の企業債は、全て建設改良等の財源に充てるため

の企業債のことである。



１　総　括

本

年

度

前

年

度

比

較

本 年 度

前 年 度

比 較

２　給料及び手当等の増減額の明細

増　減　額

809

給　　料 △ 1,043
普通昇給に伴う増分 171

その他の増減分 △ 1,296

190

930

648

1,798

89

10

5

15

98

住 居 手 当

64,690

△ 1,153

1,578

△ 96

区   分

　　　合　　　計

手 当 等

増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳　

2,179

通 勤 手 当

△ 3

　　　合　　　計

0

0

　　　区          分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

　　　合　　　計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

の 内 訳

区     分

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

418給与改定に伴う増分

1,837

342

△ 1,043

勤 務 手 当

△ 7

29,529

5,61118,308

給 与 費

1,037

110

42,064

9,994

28,302

22,626

19,345

地 域 手 当

2,780

40,911

63,647

扶 養 手 当

1,227

2,777

時 間 外

0

賞与引当金繰入額

5,515

2,999

8,514

職　員　数

（一般職）

10

5

15

　　　　　　　給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 与

10,184

給　　料 手　当　等

22,736

8,521

2,910

1,896

その他の増減分
1,227手 当 等

給与改定に伴う増分 82



（単位千円、△印は減を示す。）

（単位千円、△印は減を示す。）

計

86,293

35,920

122,213

788

35,531

129,656

△ 7,832

389

△ 7,443

異動等に伴う増減分

法定福利費

13,574

7,364

20,938

12,997

　　　　　　費

定期昇給分
平均昇給率　１．７％

昇 給 期　１月　人数　１５人

異動等に伴う増減分

合　　計

99,867

43,284

143,151

勤勉手当年間支給月数　１．７月→１．８月勤勉手当支給月数の増分

明 細 書

0 74

1,680927

期 末 手 当
管 理 職

1,680

7,037

△ 1

備　　　　　　　　　　　　　考

△ 121 190

10,673

説　　　　  　　　　明

児 童 手 当

830

勤 務 手 当

926

手 当

退職給付費

20,522

1

20,523

107,122

42,684

149,806

△ 7,255

600

△ 6,655

給料の平均改定率　０．２％

実施時期　平成２９年４月１日

1

28,143

△ 7,620

休 日

640

28,142

0

7,153

20,150

577

211

94,125

△ 7,620

7,11110,552

勤 勉 手 当

前年度給与改定分



３ 給料及び手当等の状況

⑴　職員１人当たり給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

⑵　初任給

区　　　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒

⑶　級別職員数

級 構成比(％)

１　級 13.3

２　級 20.0

３　級 13.3

４　級 40.0

５　級 6.7

６　級 6.7

計 100.0

１　級 6.3

２　級 25.0

３　級 18.7

４　級 37.4

５　級 6.3

６　級 6.3

計 100.0

15

２９年１月１日現在

1

4

3

6

1

1

16

区　　　　　分
一　　　　　　般　　　　　　職

職員数(人)

３０年１月１日現在

2

3

2

6

1

1

水　道　事　業（円） 一　般　会　計（円）

１４８，３００ １４８，３００

１７９，８００ １７９，８００

２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 ３５１，９３１

平 均 給 与 月 額 ４０３，０５４

平 均 年 齢 ４５．０２

区　　　　　　　　　分 一　　　般　　　職

３０年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 ３１４，８０６

平 均 給 与 月 額 ３７１，３９５

平 均 年 齢 ４５．０９



（級別の標準的な職務内容）

区   分 １   級 ２   級 ３  級 ４   級 ５   級 ６   級

⑷　期末手当・勤勉手当

６月(月分) １２月(月分）

2.125 2.275 4.4

2.075 2.225 4.3

2.125 2.275 4.4

⑸　定年及び早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定 年 前
早 期 退 職
特 例 措 置

(３～４５％)

定 年 前
早 期 退 職
特 例 措 置

(３～４５％)

⑹　その他の手当

区       分 一般会計の制度との異同

通 勤 手 当 同      じ

扶 養 手 当 同      じ

地 域 手 当 同      じ

住 居 手 当 同      じ

支 給 率 等 24.5869 33.271 47.709 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.5869 33.271 47.709 47.709

前 年 度 有

国 の 制 度 有

区     分
そ の 他 の
加 算 措 置

区      　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度 有

事務員、技術員、主事、技
師等の職務

課長補佐、主
幹、技監等の
職務

部長の職務課長の職務
係長、主査等
の職務

補   職   名



  期  間   金  額   期  間   金  額 企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金

営 業 収 益

千円 平成28年度 千円 平成30年度 千円 千円 千円 千円

料金徴収等
業務委託料

409,904 ～ 161,568 ～ 248,336 248,336

平成29年度 平成32年度

平成28年度 平成30年度

678,449 ～ 267,418 ～ 411,031 411,031

平成29年度 平成32年度

平成28年度 平成30年度

19,865 ～ 7,930 ～ 11,935 11,935

平成29年度 平成32年度

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

水道管路情
報システム
借 上 料

左　の　財　源　内　訳
事　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

水 道 施 設
維 持 管 理
業務委託料



平 成 ３０ 年 度　 伊 東 市 水 道

１ 1,817,957 1,680,537 137,420

１ 営 業 収 益 1,629,653 1,515,027 114,626

１ 給 水 収 益 1,504,794 1,486,252 18,542

２ 受 託 工 事 収 益 668 616 52

３ その他営業収益 124,191 28,159 96,032

２ 営 業 外 収 益 188,303 165,509 22,794

１ 受 取 利 息 2,011 2,021 △ 10

２ 他 会 計 補 助 金 780 640 140

３ 長期前受金戻入 184,733 162,071 22,662

４ 雑 収 益 779 777 2

３ 特 別 利 益 1 1 0

１ 固定資産売却益 1 1 0

収　益　的　収　入

増　減　額前年度予定額

収　　　　

事 業 収 益

款　　　　　　項 目 本年度予定額



事 業 会 計 予 算 事 項 別 明 細 書

（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 水 道 料 金 1,504,794 13～20ｍｍ　 　　 　30,781栓 812,193

25～30ｍｍ　　　 　  1,708栓 179,637

40～50ｍｍ　　　　　   384栓 309,518

75ｍｍ以上　　　　　　　49栓 196,692

臨時用　　　　　　　　　 6,754

２ 手 数 料 668 設計審査手数料 578

開閉栓手数料 90

１ 加 入 金 107,250 新規水道利用者加入金

３ 手 数 料 941 諸手数料

４
下 水 道 業 務
受 託 収 入

16,000

１ 預 金 利 息 2,010 預金利子

３ 貸 付 金 利 息 1

１ 他 会 計 補 助 金 780

１ 長期前受金戻入 184,733

２ 不用品売却収益 1 不用品売却収入

７ そ の 他 雑 収 益 778

１ 土 地 売 却 益 1

及　び　支　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

　　　　入



１ 1,605,049 1,534,744 70,305

１ 営 業 費 用 1,459,592 1,398,945 60,647

１ 原水及び浄水費 331,996 320,720 11,276

支　　　　

事 業 費 用

款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 給 料 6,735 企業職給２人

２ 手 当 等 2,878 扶養手当 347

住居手当 282

通勤手当 324

時間外勤務手当 81

休日勤務手当 20

期末手当 1,102

勤勉手当 722

３ 賞 与 引 当 金 871

繰 入 額

５ 賃 金 1 作業員賃金

７ 法 定 福 利 費 2,109 地方公務員共済組合負担金 1,929

地方公務員災害補償基金 19

法定福利費引当金繰入額 161

８ 旅 費 33 普通旅費

１０ 被 服 費 43

１１ 備 消 耗 品 費 41 器具備品費 1

消耗品費 40

１２ 燃 料 費 41 車両燃料費 40

庁用燃料費 1

１３ 光 熱 水 費 1 電灯料

１４ 図 書 費 1 図書購入費

１５ 印 刷 製 本 費 1

１６ 通 信 運 搬 費 2,906 専用電話料 1

電話料 104

郵便料 1

遠方監視システム及び設備台帳利用料 2,800

　　　　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

２ 配水及び給水費 159,744 163,962 △ 4,218



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

１８ 委 託 料 148,852 機械点検委託料 3,463

水質検査委託料 1

水道施設維持管理業務委託料 133,709

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務委託料 199

水処理施設遠隔監視システム
整備業務委託料

5,000

水道施設維持管理業務委託料（統合分） 6,480

１９ 手 数 料 2,283 検査手数料 312

機械点検手数料 1

その他手数料 1,970

２０ 賃 借 料 169 機械器具借上料 1

管路敷借上料 167

電算機等借上料 1

２１ 使 用 料 59 電柱使用料

２２ 修 繕 費 3,041 機械器具修繕費 1

施設修繕費 3,000

車両修繕費 40

２６ 諸 負 担 金 26,591 ダム管理負担金

２８ 動 力 費 129,601 動力料 1

電力料 129,600

２９ 薬 品 費 1 水処理滅菌等薬品代

３０ 工 事 請 負 費 5,000 施設整備工事費

３１ 材 料 費 135 施設補修材料費

３２ 路 面 復 旧 費 1

３３ 補 償 費 601 松川補償金 600

損害補償金 1

３４ 受 水 費 1

１ 給 料 4,501 企業職給１人



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

２ 手 当 等 3,424 扶養手当 563

通勤手当 108

時間外勤務手当 714

休日勤務手当 772

期末手当 783

勤勉手当 484

３ 賞 与 引 当 金 598

繰 入 額

５ 賃 金 2,173 臨時職員賃金

７ 法 定 福 利 費 2,034 地方公務員共済組合負担金 1,557

地方公務員災害補償基金 15

社会保険料 348

法定福利費引当金繰入額 114

８ 旅 費 47 普通旅費

１０ 被 服 費 36

１１ 備 消 耗 品 費 720 消耗品費

１２ 燃 料 費 159 車両燃料費

１４ 図 書 費 10 図書購入費

１６ 通 信 運 搬 費 60 電話料

１８ 委 託 料 79,444 検定満期メーター交換業務委託料 17,717

水道修繕業務委託料 19,700

測量等委託料 5,928

漏水調査等業務委託料 11,000

水道管路情報システム整備業務委託料 5,389

鉛管等取替業務委託料 5,000

料金徴収等業務委託料 12,960

給水装置工事検査委託料 1,750

１９ 手 数 料 784 点検手数料 563

開閉栓手数料 215

その他手数料 6

２０ 賃 借 料 4,480 災害対策備蓄資材借上料 454

管路敷借上料 61

水道管路情報システム借上料 3,965



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

３ 受 託 工 事 費 9,002 8,711 291

４ 総 係 費 187,101 166,971 20,130



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

２１ 使 用 料 1

２２ 修 繕 費 42,377 機械器具修繕費 44

車両修繕費 605

管路等修繕費 40,000

減圧弁修繕費 648

消火栓修繕費 1,080

３０ 工 事 請 負 費 6,000 施設整備工事費

３１ 材 料 費 4,415 修繕用材料費

３２ 路 面 復 旧 費 6,480

３３ 補 償 費 1 損害補償金

３５ 補 助 金 2,000 給水管統合補助金

１ 給 料 4,960 企業職給１人

２ 手 当 等 1,722 扶養手当 191

通勤手当 132

時間外勤務手当 1

休日勤務手当 1

期末手当 838

勤勉手当 559

３ 賞 与 引 当 金 655

繰 入 額

７ 法 定 福 利 費 1,643 地方公務員共済組合負担金 1,504

地方公務員災害補償基金 14

法定福利費引当金繰入額 125

１０ 被 服 費 22

１ 給 料 24,715 企業職給６人



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

２ 手 当 等 11,321 扶養手当 275

住居手当 648

通勤手当 720

時間外勤務手当 328

休日勤務手当 17

管理職手当 1,680

期末手当 4,025

勤勉手当 2,798

児童手当 830

３ 賞 与 引 当 金 3,391

繰 入 額

４ 退 職 給 付 費 20,522

５ 賃 金 2,173 臨時職員賃金

６ 報 酬 549 水道水源保護審議会委員報酬

７ 法 定 福 利 費 8,484 地方公務員共済組合負担金 7,408

地方公務員災害補償基金 85

社会保険料 348

法定福利費引当金繰入額 643

８ 旅 費 499 普通旅費 452

費用弁償 47

１０ 被 服 費 191

１１ 備 消 耗 品 費 548 器具備品費 23

消耗品費 525

１３ 光 熱 水 費 707 電灯料 702

ガス代 5

１４ 図 書 費 1,688 新聞購読料 31

図書購入費 1,657

１５ 印 刷 製 本 費 2,313 料金帳票等印刷製本費

１６ 通 信 運 搬 費 7,191 電話料 446

郵便料 6,745



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

５ 減 価 償 却 費 748,596 712,434 36,162

６ 資 産 減 耗 費 23,002 26,002 △ 3,000

７ その他営業費用 151 145 6



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

１８ 委 託 料 98,017 口座振替収納事務委託料 839

コンビニ収納代行業務委託料 2,440

料金徴収等業務委託料 67,824

料金徴収等業務委託料（統合分） 2,355

経営戦略等策定業務委託料 24,559

１９ 手 数 料 1,657 口座振替手数料 1,642

支払督促申立手数料 1

その他手数料 14

２０ 賃 借 料 212 電子複写機借上料

２１ 使 用 料 67 下水道使用料 28

その他使用料 39

２２ 修 繕 費 1 機械器具修繕費

２３ 交 際 費 1

２４ 食 糧 費 3

２５ 厚 生 費 1

２６ 諸 負 担 金 1,222 電算機等使用料負担金 508

諸会費 418

諸負担金 290

出納管理システム負担金 6

２７ 保 険 料 1,363 車両保険料 390

建物保険料 470

その他保険料 503

３３ 補 償 費 1 損害補償金

３６ 貸 倒 引 当 金 264

繰 入 額

３７ 有 形 固 定 資 産 699,639

減 価 償 却 費

３８ 無 形 固 定 資 産 48,957

減 価 償 却 費

３９ 固定資産除却費 23,001 有形固定資産除却費

４０ た な 卸 資 産 1 貯蔵品減耗費

減 耗 費

４６ そ の 他 雑 支 出 151 車両重量税



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

２ 営 業 外 費 用 135,455 125,797 9,658

１ 支 払 利 息 及 び 109,753 113,049 △ 3,296

企業債取扱諸費

２ 繰 延 勘 定 償 却 3,048 7,206 △ 4,158

３ 雑 支 出 2,000 2,000 0

４ 消 費 税 及 び 20,654 3,542 17,112

地 方 消 費 税

３ 特 別 損 失 2 2 0

１ 固定資産売却損 1 1 0

３ 過 年 度 損 益 1 1 0

修 正 損

４ 予 備 費 10,000 10,000 0

１ 予 備 費 10,000 10,000 0



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

４２ 企 業 債 利 息 109,752

４３ 一時借入金利息 1

４４ 開 発 費 償 却 3,048

４６ そ の 他 雑 支 出 2,000

５５ 消 費 税 及 び 20,654

地 方 消 費 税

５６ 土 地 売 却 損 1

５８ 過 年 度 損 益 1 その他過年度損失

修 正 損

７１ 予 備 費 10,000



１ 319,275 319,433 △ 158

１ 企 業 債 300,000 300,000 0

１ 企 業 債 300,000 300,000 0

３ 補 助 金 5,273 2,431 2,842

１ 国 庫 補 助 金 2,375 1 2,374

３ 他 会 計 補 助 金 2,898 2,430 468

４ 負 担 金 14,001 17,001 △ 3,000

１ 工 事 負 担 金 1 1 0

２ 開 発 負 担 金 3,000 3,000 0

３ 他 会 計 負 担 金 11,000 14,000 △ 3,000

１ 土 地 売 却 代 金 1 1 0

資　本　的　収　入

増　減　額前年度予定額

収　　　　

資 本 的 収 入

款　　　　　　項 目 本年度予定額

５
固 定 資 産
売 却 代 金

1 1 0



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 企 業 債 300,000

1 国 庫 補 助 金 2,375

1 他 会 計 補 助 金 2,898

１ 工 事 負 担 金 1

１ 開 発 負 担 金 3,000

１ 他 会 計 負 担 金 11,000

１ 土 地 売 却 代 金 1

及　び　支　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　　入

節



１ 1,104,031 1,258,656 △ 154,625

１ 建 設 改 良 費 823,897 967,762 △ 143,865

１ 事 務 費 113,616 92,120 21,496

前年度予定額 増　減　額

資 本 的 支 出

支　　　　

目 本年度予定額款　　　　　　項



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 給 料 22,736 企業職給５人

２ 手 当 等 10,184 扶養手当 803

住居手当 648

通勤手当 612

時間外勤務手当 1,653

休日勤務手当 116

期末手当 3,804

勤勉手当 2,548

３ 賞 与 引 当 金 2,999

繰 入 額

４ 退 職 給 付 費 1

７ 法 定 福 利 費 7,364 地方公務員共済組合負担金 6,727

地方公務員災害補償基金 67

法定福利費引当金繰入額 570

８ 旅 費 127 普通旅費

１０ 被 服 費 49

１１ 備 消 耗 品 費 310 消耗品費

１２ 燃 料 費 253 車両燃料費

１４ 図 書 費 76 図書購入費

１５ 印 刷 製 本 費 1

１８ 委 託 料 60,037 設計委託料 59,287

測量等委託料 200

県道路台帳占用物件記帳業務委託料 550

１９ 手 数 料 16 その他手数料

２０ 賃 借 料 817 電算機等借上料 603

電子複写機借上料 213

土地賃借料 1

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

　　　　出

節 説　　　　　　　　　　　　　　　明



前年度予定額 増　減　額目 本年度予定額款　　　　　　項

２ 改 良 費 635,001 802,600 △ 167,599

３ 拡 張 費 47,001 47,000 1

４ 固定資産購入費 28,279 26,042 2,237

２ 企業債償還金 280,133 290,893 △ 10,760

１ 企 業 債 償 還 金 280,133 290,893 △ 10,760

３ 負担金等返還金 1 1 0

１ 負担金等返還金 1 1 0



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

節 説　　　　　　　　　　　　　　　明

２１ 使 用 料 1 有料道路通行料

２２ 修 繕 費 454 車両修繕費

２６ 諸 負 担 金 7,141 電算機等使用料負担金 156

奥野ダム負担金 6,984

共同工事等負担金 1

３３ 補 償 費 1,050 損害補償金

３０ 工 事 請 負 費 635,000 （工事概要参照）

３１ 材 料 費 1

３０ 工 事 請 負 費 47,000 　　　　〃

３１ 材 料 費 1 　　　　〃

５０ 車 両 運 搬 具 1,350 　　　　〃

購 入 費

５２ メーター購入費 20,881 　　　　〃

５３ そ の 他 機 械 1 　　　　〃

器 具 購 入 費

５４ 土 地 購 入 費 6,047 　　　　〃

６１ 企 業 債 償 還 金 280,133

６９ 負担金等返還金 1 開発負担金返還金



予　定　額

529,000

16,000

90,000

635,000

予　定　額

47,000

　

47,000

　１　改  良  工  事

工      　  　事　        　概　        　要

工　　     　　事　　     　 名 

配　水　管　・　送　水　管　布　設　改　良　工　事

下　水　道　工　事　等　に　伴　う　配　水　管　改　良　工　事

池　中　野　配　水　池　送　水　管　布　設　工　事

施　設　改　良　工　事

工　　     　　事　　     　 名 

計

　２　拡  張  工  事

計



21か所

　    　配　水　管 ・ 送　水　管　

φ50 ～ φ400 Ｌ ＝ 3,196 ｍ

　    　配水池建設　　　消火栓設置　　　舗装復旧

　　　市　内　全　域  3か所

φ100 Ｌ ＝ 255 ｍ

 5か所

　　　　配　水　管 ・ 送　水　管 φ100 、 φ300 Ｌ ＝ 686 ｍ

（単位千円）

　　　　ポンプ・流量計・通信機器等更新　水位調整弁交換

備　　　      　　　　　　　考

工      　  　事　        　概　        　要

備　　　      　　　　　　　考

　　　市　内　全　域

　配　水　管　・　送　水　管　布　設　改　良　工　事

　　　市　内　全　域

　配　水　管　改　良　及　び　補　償　工　事

　施　設　改　良　工　事

（単位千円）

　    　配　水　管

　送　水　管　布　設　工　事



予　定　額

1,350

20,881

1

6,047

28,279計

土　地　購　入　費

そ　の　他　機　械　器　具　購　入　費

　３　固　定　資　産　購　入　費

車　両　運　搬　具　購　入　費

メ　ー　タ　ー　購　入　費

種　　　　　　　　　　　　　別



φ 13 　　　　3,961個　　 φ 20 φ 25

φ 30 　　　     24個　　 φ 40 φ 50

φ 75 　　　     11個　　 φ100 φ150

φ200 　　　      2個　　

　岡細久保配水池用地取得費

　科目計上

　湯川地内配水管用地取得費

　　835個

　　　 36個　　  8個

　  　7個

　　　 59個

　軽貨物車　　　１台

（単位千円）

　　　　5個

備　　　      　　　　　　　考


